
平成２２年６月２８日
岡山県岡山市北区丸の内1丁目15番20号

株 式 会 社   中  国  銀  行
取 締 役 頭 取    永 島   旭

（単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

106,865                 5,166,179                

現 金 34,764                  181,506                  

預 け 金 72,100                  2,541,598                

90,977                  173,768                  

40,203                  34,393                   

4,098                   2,119,513                

商 品 国 債 3,723                   6,596                    

商 品 地 方 債 374 108,802                  

20,000                  121,998                  

2,347,057               69,614                   

国 債 844,774                 160,765                  

地 方 債 457,784                 12,699                   

社 債 567,950                 12,699                   

株 式 129,163                 50                       

そ の 他 の 証 券 347,385                 4                        

3,345,960               46                       

割 引 手 形 43,062                  3,192                    

手 形 貸 付 178,994                 68,438                   

証 書 貸 付 2,637,808               0                        

当 座 貸 越 486,095                 6,777                    

5,864                   8,946                    

外 国 他 店 預 け 4,159                   2,531                    

買 入 外 国 為 替 159                     6                        

取 立 外 国 為 替 1,545                   29,561                   

49,309                  336                      

前 払 費 用 4,604                   20,277                   

未 収 収 益 11,539                  1,658                    

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 77                      14,591                   

金 融 派 生 商 品 23,768                  132                      

そ の 他 の 資 産 9,319                   483                      

43,536                  27,651                   

建 物 17,198                  5,647,454                

土 地 20,693                  

リ ー ス 資 産 336                     

建 設 仮 勘 定 131                     15,149                   

その他の有形固定資産 5,176                   6,286                    

154                     6,286                    

その他の無形固定資産 154                     337,744                  

20,978                  15,149                   

27,651                  322,595                  

△   72,724             固定資産圧縮積立金 380                      

固定資産圧縮特別勘定 1                        

別 途 積 立 金 309,600                  

繰 越 利 益 剰 余 金 12,613                   

△   3,061               

356,119                  

29,006                   

△   2,694               

26,311                   

49                       

382,479                  

6,029,934               6,029,934                

利 益 準 備 金

自 己 株 式

（純 資 産 の 部）

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

第１２９期   決 算 公 告

貸借対照表（平成２２年３月３１日現在）

未 払 費 用

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

借 用 金

外 国 為 替

資産の部合計

売 渡 外 国 為 替

未 払 外 国 為 替

金 融 派 生 商 品

リ ー ス 債 務

負債及び純資産の部合計

未 決 済 為 替 借

株 主 資 本 合 計

預 金

普 通 預 金

現 金 預 け 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

未 払 法 人 税 等

借 入 金

信 託 勘 定 借

商 品 有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権

そ の 他 負 債

コ ー ル ロ ー ン

（負 債 の 部）

債券貸借取引受入担保金

そ の 他 の 預 金

（資 産 の 部）

定 期 預 金

定 期 積 金

当 座 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

前 受 収 益

睡眠預金払戻損失引当金

退 職 給 付 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金

給 付 補 て ん 備 金

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

無 形 固 定 資 産

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

支 払 承 諾

貸 倒 引 当 金

負 債 の 部 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

新 株 予 約 権

純 資 産 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計



損益計算書
平成２１年４月  １日
平成２２年３月３１日

から
まで

（単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

119,532             
88,263                   

貸 出 金 利 息 59,997                   
有 価 証 券 利 息 配 当 金 26,639                   
コ ー ル ロ ー ン 利 息 72                       
買 現 先 利 息 5
預 け 金 利 息 968                      
そ の 他 の 受 入 利 息 580                      

14                       
17,432                   

受 入 為 替 手 数 料 6,083                    
そ の 他 の 役 務 収 益 11,348                   

9,365                    
外 国 為 替 売 買 益 1,095                    
商 品 有 価 証 券 売 買 益 18                       
国 債 等 債 券 売 却 益 7,908                    
金 融 派 生 商 品 収 益 337                      
そ の 他 の 業 務 収 益 5                        

4,456                    
株 式 等 売 却 益 3,072                    
金 銭 の 信 託 運 用 益 61                       
そ の 他 の 経 常 収 益 1,322                    

103,281             
10,967                   

預 金 利 息 7,860                    
譲 渡 性 預 金 利 息 363                      
コ ー ル マ ネ ー 利 息 344                      
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 183
借 用 金 利 息 28                       
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 1,713                    
そ の 他 の 支 払 利 息 473                      

3,818                    
支 払 為 替 手 数 料 906                      
そ の 他 の 役 務 費 用 2,912                    

5,599                    
国 債 等 債 券 売 却 損 1,116                    
国 債 等 債 券 償 還 損 4,482                    

57,907                   
24,987                   

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 14,352                   
貸 出 金 償 却 173                      
株 式 等 売 却 損 8,064                    
株 式 等 償 却 169                      
金 銭 の 信 託 運 用 損 75                       
そ の 他 の 経 常 費 用 2,152                    

16,251              
146                 

固 定 資 産 処 分 益 119                      
償 却 債 権 取 立 益 26

498                 
固 定 資 産 処 分 損 225                      
減 損 損 失 273                      

15,898              
9,178                    

△  2,679                
6,498               
9,399               

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

信 託 報 酬
役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益

( )



  

  

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針  

１． 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行って

おります。 

２． 有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法によ

る原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に

基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて

困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

           なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理して

おります。 

     （２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用

されている有価証券の評価は、時価法により行っております。 

３． デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４． 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産の減価償却は、建物については定率法（その他は法人税法に基づ

く定率法）を採用しております。     

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

           建  物：４年～４０年 

           その他：２年～２０年 

（２）無形固定資産 

無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のも

のは零としております。 

５． 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、決算日の為替相場による円換算額を付して

おります。 

６． 引当金の計上基準 

    （１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとおり計上しており

ます。 

     「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関す

る実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する

正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、



  

 

過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き

当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処

分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認め

る額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。 

      なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失

見込額を特定海外債権引当勘定として引き当てることとしております。 

      すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施  

し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果

に基づいて上記の引当を行っております。 

    （２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支

給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

    （３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去

勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は以下のとおりであります。 

        過去勤務債務        企業年金制度にかかるものについて、発生年度の従業員 

                            の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定 

                            額法により按分した額を発生年度から損益処理 

        数理計算上の差異    各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数  

                           （１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の 

                            翌事業年度から損益処理 

（４）睡眠預金払戻損失引当金 

      睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計上を行った睡眠預金の払

戻請求に備えるため、過去の払戻実績率に基づき計上しております。 

（５）ポイント引当金 

      ポイント引当金は、クレジットカード会員に付与したポイントの使用により発生

する費用負担に備えるため、過去の使用実績率に基づき計上しております。 

７．リース取引の処理方法 

（借手側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月

1日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっております。 

８．ヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）

に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相

場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金とヘッジ手段である金



  

 

利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価してお

ります。 

    （２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25号）に規定する繰延ヘッジによ

っております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替

変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘ

ッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨

ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価し

ております。 

          また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前に

ヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外

貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジと

して時価ヘッジを適用しております。 

    ９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上してお

ります。 

 

会計方針の変更 

(金融商品に関する会計基準） 

        当事業年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年3

月10日）を適用しております。 

        これにより、従来の方法に比べ、有価証券は５１８百万円増加、繰延税金負債は  

１６２百万円増加、その他有価証券評価差額金は３５６百万円増加し、経常利益およ

び税引前当期純利益は、それぞれ１２百万円増加しております。 

 



  

 

注記事項 

 （貸借対照表関係） 

    １．関係会社の株式及び出資総額     ４，００４百万円    

    ２．貸出金のうち、破綻先債権額は ２３，０３３百万円、延滞債権額は ８１，２１５

百万円であります。 

        なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利

息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸

出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第

3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金

であります。 

        また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経

営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金

であります。 

    ３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は ７８０百万円であります。 

        なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月

以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

    ４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は ７，３９５百万円であります。 

        なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる

取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しない

ものであります。 

    ５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計

額は １１２，４２４百万円であります。 

        なお、２．から ５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた商業手形および買入外国為替は、売却又は（再）担保とい

う方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は ４３，２２１百

万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

           担保に供している資産 

                有価証券                       １６８，４４９ 百万円 

                その他資産                               ７９ 百万円 

           担保資産に対応する債務 

預金             ２９，９１２ 百万円 

コールマネー            ３，６６６ 百万円 

債券貸借取引受入担保金       １６０，７６５ 百万円 

        上記のほか、日本銀行当座貸越契約、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証

拠金等の代用として、有価証券 ２９０，４３３百万円および商品有価証券         

４５百万円を差し入れております。 

        また、その他資産のうち保証金は５１３百万円であります。 

    ８．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実



  

 

行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の

限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未

実行残高は、１，３０３，４９５百万円であります。このうち原契約期間が１年以内

のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が１，２６０，３６３百万円あ

ります。 

        なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未

実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもので

はありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相

当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減

額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に

応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている

行内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上

の措置等を講じております。 

９．有形固定資産の減価償却累計額 ７１，２３８百万円 

  １０．有形固定資産の圧縮記帳額       ５，４３８百万円 

  １１．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による

社債に対する当行の保証債務の額は２２，６２０百万円であります。 

  １２．１株当たりの純資産額 １，６５３円 ９７銭 

  １３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、ＡＴＭ等については、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。 

１４．関係会社に対する金銭債権総額  １０，２２１百万円 

  １５．関係会社に対する金銭債務総額    ２，６６２百万円 

 １６．当事業年度末の自己資本比率（国際統一基準）は、１３．８１％であります。 



  

 

（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

         資金運用取引に係る収益総額                       ２０２百万円 

         役務取引等に係る収益総額                           ５２百万円 

         その他業務・その他経常取引に係る収益総額           ４２百万円 

        関係会社との取引による費用 

         資金調達取引に係る費用総額                   １，０８０百万円 

         役務取引等に係る費用総額                          ５５百万円 

         その他業務・その他経常取引に係る費用総額     １，７６８百万円 

２．当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

      （イ）岡山県内 

            用途          営業用店舗等                 １ヵ所 

                          遊休資産              ２ヵ所 

            種類          土地及び建物 

            減損損失額      ９３百万円 

      （ロ）岡山県外 

            用途          営業用店舗等                  ４ヵ所 

            種類          土地及び建物 

            減損損失額    １７９百万円 

           これらの営業用店舗等は、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下

落により、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（273百万円）として特別損失に計上しております。 

           営業用店舗等については、継続的な収支の把握を行っている「グループ店」単位

または支店単位で、処分予定資産及び遊休資産については各資産単位でグルーピン

グしております。また、本部、コンピューターセンター、厚生施設等については独

立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。 

           なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方

としており、正味売却価額による場合は不動産鑑定評価基準に基づき、使用価値

による場合は将来キャッシュ・フローを４％で割り引いて、それぞれ算出してお

ります。 

（追加情報） 

     （固定資産の減損に係るグルーピングの単位の一部変更） 

      従来、固定資産の減損会計における営業用店舗のグルーピングの方針は、個別

に継続的な収支の把握を行っていることから支店単位でのグルーピングによって

おりましたが、これについて、当事業年度より、グルーピングを従来の「支店」

単位のほか、グループ営業体制となった店舗については「グループ店（複数店舗）」

単位とすることにいたしました。 

      これは、グループ営業体制を導入した地域において、法人取引先を集約化した

母店と、個人取引先が大半を占める預金店舗である衛星店の役割分担を明確にし、

相互補完的にその地域の営業拡大を推進することを目的に、各店舗に適合した人

員の配置、取引先移管などを行ってきているため、平成21年4月にグループ営業

体制の整備が一巡することを機に、固定資産の減損会計のグルーピングを経営管



  

 

理の単位と整合性を図るために、減損会計適用上のグルーピングをキャッシュ・

フローを生み出す最小単位である「グループ店」単位に変更したものであります。 

これにより、従来の方法に比べ、税引前当期純利益は１０２百万円増加してお

ります。 

  ３．１株当たり当期純利益金額               ４０円６５銭 

 ４．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額   ４０円６４銭 

 

 



  

 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価

証券」、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

 

    １．売買目的有価証券（平成22年3月31日現在） 

 当事業年度の損益に含ま

れた評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 10 

 

    ２．満期保有目的の債券（平成22年3月31日現在） 

 種類 
貸借対照表計

上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 11,488 12,439 951 

地方債 8,769 9,155 386 

社債 1,995 2,114 119 

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの 
合計 22,253 23,709 1,456 

 

３．子会社・子法人等株式(出資)及び関連法人等株式(出資)(平成22年3月31日現在) 

 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式(出資) 3,961 

関連法人等株式(出資) 42 

合計 4,004 

 上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローが約定されておりま

せん。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。 

 

４．その他有価証券（平成22年3月31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上

額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 86,013 64,240 21,772 

債券 1,719,337 1,688,671 30,665 

   国債 744,901 736,311 8,589 

   地方債 441,381 429,157 12,224 

   社債 533,054 523,202 9,851 

その他 260,585 253,198 7,387 

   外国債券 224,037 218,425 5,611 

   その他 36,548 34,772 1,775 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

小計 2,065,936 2,006,111 59,825 

株式 34,914 39,631 △4,717 

債券 128,918 129,367 △448 

   国債 88,384 88,615 △230 

   地方債 7,633 7,647 △14 

   社債 32,900 33,104 △203 

その他 112,804 118,831 △6,026 

   外国債券 68,660 70,788 △2,128 

   その他 44,143 48,042 △3,898 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

小計 276,637 287,830 △11,192 

合計 2,342,573 2,293,941 48,632 



  

  

（追加情報） 

変動利付国債については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引き

続き市場価格を時価とみなせない状態にあると判断し、当事業年度末にお

いては、合理的に算定された価額をもって貸借対照表計上額としておりま

す。これにより、市場価格をもって貸借対照表価額とした場合に比べ、「有

価証券」中の国債は5,341百万円、その他有価証券評価差額金は3,183百

万円増加し、繰延税金資産は 2,157百万円減少しております。なお、損益

に及ぼす影響はありません。 

             変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及びブラック

ショールズ型オプションモデルによるゼロフロアーオプション価格等から

見積もった将来キャッシュ･フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割

り引くことにより算定しており、国債の利回り及びスワップションのボラ

ティリティが主な価格決定変数であります。 

 

    ５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万

円） 

売却損の合計額（百万

円） 

株式 51,017 3,066 8,064 

債券 744,633 6,786 395 

 国債 585,692 4,686 375 

 地方債 83,653 1,155 8 

 社債 75,287 945 10 

その他 121,976 1,128 721 
 外国債券 74,512 915 353 

 その他 47,463 213 367 

合計 917,627 10,981 9,181 

 

６．減損処理を行った有価証券 

その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比

べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められ

ないものについては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差

額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」と言う。）しております。 

当事業年度における減損処理額は株式６５百万円であります。 

なお、当該減損処理は期末に５０％以上時価が下落した銘柄については全て実

施し、３０％以上５０％未満下落した銘柄については、過去１年間の価格動向等

により回復可能性が乏しいと判定した銘柄について実施しております。 

 

（金銭の信託関係） 

運用目的の金銭の信託（平成22年3月31日現在） 

 貸借対照表計上額（百万円） 当事業年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 20,000 ― 

 



  

  

（税効果会計関係） 

        繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとお

りであります。 

      繰延税金資産 

        貸倒引当金               ２４，０２３百万円 

        退職給付引当金             ７，０９３百万円 

        減価償却費                 ６，０６６百万円 

        その他有価証券評価損      ４，５２１百万円 

        繰延ヘッジ損               １，８５９百万円 

        有価証券評価減               ８４２百万円 

        賞与引当金                     ７５０百万円 

        その他                     ３，１５９百万円 

      繰延税金資産小計           ４８，３１８百万円  

      評価性引当額               △２，２３７百万円 

      繰延税金資産合計           ４６，０８１百万円 

      繰延税金負債 

        その他有価証券評価益   △２３，９１３百万円 

        前払年金費用               △８０５百万円  

        固定資産圧縮積立額           △２５８百万円 

    繰延ヘッジ益          △３２百万円 

        その他                     △９２百万円 

      繰延税金負債合計         △２５，１０２百万円 

      繰延税金資産の純額         ２０，９７８百万円 

 

（ストック・オプション等関係） 

 

１． ストック・オプションにかかる当事業年度における費用計上額及び科目名 

     営業経費  49百万円 

２． 当事業年度に付与したストック・オプションの内容 

 平成21年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役 15名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 

（注１） 

普通株式  54,700株 

付与日 平成21年7月31日 

権利確定条件 該当ありません。 

対象勤務期間 該当ありません。 

権利行使期間（注２） 平成21年8月1日から平成51年7月31日まで 

権利行使価格（注３） 1円 

付与日における公正な評価単価（注３） 1,197円 

（注１） 株式数に換算して記載しております。 

（注２） 新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する

日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとします。 

（注３） １株当たりに換算して記載しております。 



  

  

（重要な後発事象） 

（津山証券株式会社に対する増資払込に係る事項） 

 津山証券株式会社において、本格的業務拡大開始にあわせ、平成22年5月6日付にて、商

号を「中銀証券株式会社」と変更するとともに、1,500百万円の増資を行いました。 

 

 



平成２２年６月２８日

岡山県岡山市北区丸の内１丁目１５番２０号

株 式 会 社 中 国 銀 行

取締役頭取  永 島  旭

連結貸借対照表（平成２２年３月３１日現在）

（単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

107,377               5,163,818              

90,977                121,698                

42,149                69,614                 

4,098                 160,765                

21,182                23,715                 

2,356,991             50                     

3,339,707             3,192                  

5,864                 81,207                 

21,750                1,746                  

59,953                15                     

44,058                14,698                 

建 物 17,251                41                     

土 地 20,673                483                    

リ ー ス 資 産 39                    170                    

建 設 仮 勘 定 131                   3                      

その他の有形固定資産 5,963                 145                    

178                   1,097                  

ソ フ ト ウ ェ ア 14                    27,651                 

その他の無形固定資産 163                   5,670,116              

23,789                

27,651                15,149                 

△   79,099           6,351                  

342,297                

△   3,061             

360,736                

29,174                 

△   2,694             

26,479                 

49                     

9,250                  

396,515                

6,066,632             6,066,632              

(純資産の部)

資 本 金

その他有価証券評価差額金

貸 倒 引 当 金

株 主 資 本 合 計

支 払 承 諾 見 返

コ ー ル ロ ー ン

債券貸借取引受入担保金

自 己 株 式

負 債 の 部 合 計

譲 渡 性 預 金

借 用 金

外 国 為 替

信 託 勘 定 借

そ の 他 負 債

役 員 賞 与 引 当 金

新 株 予 約 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

（負 債 の 部）（資 産 の 部）

預 金現 金 預 け 金

商 品 有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権 コ ー ル マ ネ ー

資産の部合計

純 資 産 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計

少 数 株 主 持 分

負 の の れ ん

リース債権及びリース投資資産 賞 与 引 当 金

そ の 他 資 産

特 別 法 上 の 引 当 金

貸 出 金

外 国 為 替

有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 負 債

ポ イ ン ト 引 当 金

評価・換算差額等合計

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 引 当 金

資 本 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

睡眠預金払戻損失引当金

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

支 払 承 諾



連結損益計算書
平成２１年４月  １日
平成２２年３月３１日

から
まで

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

135,509             

88,419                

貸 出 金 利 息 60,080                

有 価 証 券 利 息 配 当 金 26,695                

コ ー ル ロ ー ン 利 息 72                    

買 現 先 利 息 5                     

預 け 金 利 息 969                   

そ の 他 の 受 入 利 息 595                   

14                    

17,387                

24,782                

4,905                 

117,153             

11,114                

預 金 利 息 7,859                 

譲 渡 性 預 金 利 息 362                   

コ ー ル マ ネ ー 利 息 344                   

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 183

借 用 金 利 息 176                   

そ の 他 の 支 払 利 息 2,187                 

3,818                 

17,210                

58,755                

26,253                

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 15,500                

そ の 他 の 経 常 費 用 10,752                

18,356              

146                 

固 定 資 産 処 分 益 119                   

償 却 債 権 取 立 益 27

特　　別　　損　　失 526                 

固 定 資 産 処 分 損 236                   

減 損 損 失 289                   

17,976              

10,448              

△  3,238           

7,209               

511                 

10,255              

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

( )



(1)連結の範囲に関する事項

  ①連結される子会社及び子法人等    ７社

     中銀保証株式会社、中銀リース株式会社、中銀カード株式会社、

     中銀アセットマネジメント株式会社、株式会社ＣＢＳ、中銀事務センター株式会社、

     津山証券株式会社

　　なお、津山証券株式会社は、株式取得により当連結会計年度から新たに連結しております。

　　また、当社は本年5月に中銀証券株式会社に商号変更しております。

  ②非連結の子会社及び子法人等

     中銀投資事業組合２号、中銀投資事業組合３号

      非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及び

    利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び

    経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外

    しております。

(2)持分法の適用に関する事項

  ①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等     該当ありません。

  ②持分法適用の関連法人等                               該当ありません。

  ③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等

     中銀投資事業組合２号、中銀投資事業組合３号

  ④持分法非適用の関連法人等                          

     岡山プリペイドカード株式会社、ベネッセ・中銀投資事業有限責任組合１号

      持分法非適用の非連結の子会社及び関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

    剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響

    を与えないため、持分法の対象から除いております。

(3)連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

     連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。

             ３月末日     ７社

(4)連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項

     連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用

   しております。

(5)負ののれんの償却に関する事項

     負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行っておりますが、金額の重要性の乏し

   いものは発生年度に全額償却することにしております。

連結計算書類の作成方針



  

 
 
 

  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２

に基づいております。 

 

 １．会計処理基準に関する事項 

  （１）商品有価証券の評価基準及び評価方法 

        商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っており

ます。 

  （２）有価証券の評価基準及び評価方法 

     （イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定

額法)、持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価

証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価

は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについて

は移動平均法による原価法により行っております。 

        なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

     （ロ）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1)と同じ方法

により行っております。 

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

      デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

  （４）減価償却の方法 

       ①有形固定資産（リース資産を除く） 

        当行の有形固定資産は、建物については定率法（その他は法人税法に基づく定率法）を

採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建  物：４年～４０年 

     その他：２年～２０年 

        連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、法人税法に基づく定率法に

より償却しております。 

       ②無形固定資産 

        無形固定資産は、定額法により償却しております。 

       ③リース資産 

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣中のリース資産は、リー

ス期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契

約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としてお

ります。  

  （５）貸倒引当金の計上基準 

        当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとおり計上しており

ます。 

    「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権

及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間に

おける各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念

先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権



  

  

及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。特定海外債権について

は、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として

引き当てることとしております。 

    すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上

記の引当を行っております。 

    連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率

等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

 （６）賞与引当金の計上基準 

  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

（７）役員賞与引当金の計上基準 

          連結される子会社及び子法人等の役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備える

ため、役員に対する賞与の支給見込額のうち当連結会計年度に帰属する額を計上しており

ます。 

    （追加情報） 

    当行は、平成21年6月24日開催の定時株主総会をもって、役員賞与を廃止いたしまし

た。 

  （８）退職給付引当金の計上基準 

        退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務

及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

        過去勤務債務        企業年金制度に係るものについて、発生した連結会計年度の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法に

より按分した額を発生した連結会計年度から損益処理 

        数理計算上の差異    各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の 

                            一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそ 

                            れぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

  （９）役員退職慰労引当金の計上基準 

連結される子会社及び子法人等の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払い

に備えるため、役員退職慰労金に係る内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して

おります。 

（追加情報） 

当行は、平成21年6月24日開催の定時株主総会をもって役員退職慰労金制度を廃止い

たしました。なお、制度廃止日までの在任期間に対応する役員退職慰労金を打ち切り支給

し、支給時期については、各取締役及び監査役の退任時以降とすることといたしました。 

これに伴い、制度廃止日までに計上されていた役員退職慰労引当金は全額「未払金」に

振り替え、「その他負債」に含めて表示しております。 

  （10）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

    睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計上を行った当行の睡眠預金の払

戻請求に備えるため、過去の払戻実績率に基づき計上しております。 

（11）ポイント引当金の計上基準 

    ポイント引当金は、クレジットカード会員に付与したポイントの使用により発生する費



  

  

用負担に備えるため、過去の使用実績率に基づき計上しております。 

  （12）特別法上の引当金の計上基準 

    特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、受託等をした有価証券またはデ

リバティブ取引等の事故による損失に備えるため、連結される子会社が金融商品取引法第

46条の5及び金融商品取引業等に関する内閣府令第175条の規定に定めるところにより算

出した額を計上しております。 

（13）外貨建資産・負債の換算基準 

        外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、連結決算日の為替相場による円換算額を付して

おります。 

  （14）リース取引の処理方法 

    （借手側） 

        当行並びに連結される子会社及び子法人等（中銀リース株式会社を除く）の所有権移転

外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に開始す

る連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。 

  （15）収益及び費用の計上基準 

    ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

    リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

  （16）重要なヘッジ会計の方法 

     （イ）金利リスク・ヘッジ 

        当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第２４号。以下、「業種別監査委員会報告第２４号」という。）に規定

する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺

するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取引等を

一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

     （ロ）為替変動リスク・ヘッジ 

        当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する

目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象であ

る外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを

確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ

対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取

得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適

用しております。 

  （17）消費税等の会計処理 

        当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 

 

 

   



  

  

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

（金融商品に関する会計基準） 

当連結会計年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号平成 20年 3

月10日）および「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19

号平成20年3月10日）を適用しております。 

   これにより、従来の方法に比べ、有価証券は５１８百万円増加、繰延税金負債は１６２百

万円増加、その他有価証券評価差額金は３５６百万円増加し、経常利益および税金等調整前

当期純利益は、それぞれ１２百万円増加しております。 

 

注記事項 

 （連結貸借対照表関係） 

   １．関係会社の株式及び出資額総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資額を除く）     

３６１百万円 

   ２．貸出金のうち、破綻先債権額は ２３，７６６百万円、延滞債権額は ８２，７５４百万円

であります。 

        なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他

の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上

しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

        また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま

す。 

   ３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は ７８０百万円であります。 

        なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上

遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

   ４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は ７，３９５百万円であります。 

        なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金

利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決

めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。 

   ５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は   

１１４，６９６百万円であります。 

       なお、上記２．から ５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

   ６．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。

これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自

由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は４３，２２１百万円であります。 

   ７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

           担保に供している資産 

                有価証券                         １６８，４４９百万円 

                その他資産                             ２７７百万円 

                リース債権及びリース投資資産     ５，３７０百万円 

           担保資産に対応する債務 

預金                   ２９，９１２百万円 

コールマネー            ３，６６６百万円 



  

  

債券貸借取引受入担保金       １６０，７６５百万円 

借用金                              ５，１８４百万円 

        上記のほか、日本銀行当座貸越契約、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金

等の代用として、有価証券 ２９０，４３３百万円及び商品有価証券 ４５百万円を差し入

れております。 

        また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は ７７百万円、保証金は７４０百万円であ

ります。 

   ８．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申

し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで

資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、   

１，３２２，８２６百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の

時期に無条件で取消可能なものが １，２７９，６９４百万円あります。 

        なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行

残高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシ

ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変

化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子

法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨

の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の

担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続きに基づき顧客の業況等

を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

   ９．有形固定資産の減価償却累計額  ７４，９６５百万円 

 １０．有形固定資産の圧縮記帳額    ５，４３８百万円 

１１．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社

債に対する保証債務の残高は２２，６２０百万円であります。 

１２．1株当たりの純資産額１，６７４円６６銭 

１３．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

      退職給付債務           △４５，２５４百万円 

      年金資産              ２６，２７３百万円 

      未積立退職給付債務        △１８，９８０百万円 

      会計基準変更時差異の未処理額       ―  百万円 

      未認識数理計算上の差異        ７，６０９百万円 

      未認識過去勤務債務         △１，３３４百万円 

      連結貸借対照表計上額の純額    △１２，７０５百万円  

           前払年金費用        １，９９２百万円 

           退職給付引当金     △１４，６９８百万円 

１４．当連結会計年度末の自己資本比率（国際統一基準）は、１４．３２％であります。 



  

  

（連結損益計算書関係） 

   １．「その他の経常費用」には、貸出金償却２０５百万円及び株式等償却１６９百万円を含ん

でおります。 

   ２．１株当たり当期純利益金額 ４４円３５銭 

  ３．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額４４円３４銭 

４．当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

      （イ）岡山県内 

            用途          営業用店舗等                  ２ヵ所 

                          遊休資産               ２ヵ所 

            種類          土地、建物、動産、ソフトウェア 

            減損損失額    １１０百万円 

      （ロ）岡山県外 

            用途          営業用店舗等                  ４ヵ所 

            種類          土地及び建物 

            減損損失額    １７９百万円 

           これらの営業用店舗等は、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落に

より、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失   

（２８９百万円）として特別損失に計上しております。 

           当行の営業用店舗等については、継続的な収支の把握を行っているグループ店単位ま

たは支店単位で、処分予定資産及び遊休資産については各資産単位でグルーピングして

おります。また、本部、コンピューターセンター、厚生施設等については独立したキャ

ッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。 

           連結される子会社及び子法人等については、各社を１つの資産グループとしておりま

す。 

           なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方とし

ており、正味売却価額による場合は不動産鑑定評価基準に基づき、使用価値による場合

は将来キャッシュ・フローを４％で割り引いて、それぞれ算出しております。 

（追加情報） 

（固定資産の減損に係るグルーピングの単位の一部変更） 

      従来、当行の固定資産の減損会計における営業用店舗のグルーピングの方針は、個

別に継続的な収支の把握を行っていることから支店単位でのグルーピングによってお

りましたが、これについて、当連結会計年度より、グルーピングを従来の「支店」単

位のほか、グループ営業体制となった店舗については「グループ店（複数店舗）」単位

とすることにいたしました。 

      これは、グループ営業体制を導入した地域において、法人取引先を集約化した母店

と、個人取引先が大半を占める預金店舗である衛星店の役割分担を明確にし、相互補

完的にその地域の営業拡大を推進することを目的に、各店舗に適合した人員の配置、

取引先移管などを行ってきているため、平成21年4月にグループ営業体制の整備が一

巡することを機に、固定資産の減損会計のグルーピングを経営管理の単位と整合性を

図るために、減損会計適用上のグルーピングをキャッシュ・フローを生み出す最小単

位である「グループ店」単位に変更したものであります。 

      これにより、従来の方法に比べ、税金等調整前当期純利益は１０２百万円増加して

おります。 



  

  

 （金融商品関係） 

1.金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当行グループ（当行および連結される子会社及び子法人等）は銀行業務を中心に金融サ

ービスにかかる事業を行っております。グループ企業の中核をなす銀行業務として、主に

預金業務により資金調達を行い、貸出金業務や有価証券投資業務等により資金運用を行っ

ております。 

また、当行が保有している資産・負債の将来の金利や為替、債券、株式価格などの変動

に伴うリスクをヘッジし収益を安定させることおよびお客さまのニーズにお応えし、各種

のリスクヘッジ手段を提供することを主目的にデリバティブ取引も行っております。 

 

（2）金融商品の内容およびそのリスク 

当行グループが保有する主な金融資産は、主として国内の法人、地方公共団体および地

方公社、個人に対する貸出金です。貸出金は、割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越

に区分され、信用供与先の財務状況の悪化等により資産の価値が減少ないし消失し損失を

被る「信用リスク」や金利が変動することにより利益が低下ないし損失を被る「金利リス

ク」に晒されています。 

有価証券、商品有価証券および買入金銭債権は、主に株式、債券および外国債券、信託

受益権です。これらは、満期保有目的、純投資目的および事業推進目的で保有しており、

発行体の「信用リスク」、「金利リスク」、有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が

減少する「価格変動リスク」および為替相場が当初の予定と相違することによって損失が

発生する「為替リスク」に晒されています。また、市場の混乱等により市場において取引

ができないことや、通常より著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失

を被る「市場流動性リスク」に晒されています。（※「金利リスク」「価格変動リスク」

「為替リスク」を総称して「市場リスク」といいます。） 

預金および譲渡性預金は、主として国内の法人、地方公共団体および地方公社、個人に

対する円建および外貨建であり、預金は当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期

預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、非居住者円預金、外貨預金、特別勘定預金に

区分されます。調達である預金は、運用である貸出金・有価証券との期間のミスマッチや

予期せぬ預金の流出により、必要な資金確保が困難になる、または通常より著しく高い金

利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被る「資金繰りリスク」や「金利リス

ク」に晒されています。 

当行が利用しているデリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ取引、金利スワ

ップション取引、金利キャップ取引）、通貨関連取引（通貨スワップ取引、通貨オプショ

ン取引、為替予約取引、ノンデリバラブル・フォワード取引）、債券関連取引（債券先物

取引、債券オプション取引、株式先物取引、株式オプション取引）、クレジットデリバテ

ィブ取引（クレジット・デフォルト・スワップ取引）などであります。当行におけるデリ

バティブ取引は、当行が保有している資産・負債の将来の金利や為替、債券、株式価格な

どの変動に伴うリスクをヘッジし収益を安定させることおよびお客さまのニーズにお応え

し、各種のリスクヘッジ手段を提供することを主目的としている一方、短期的な売買差益

を獲得する目的（トレーディング目的）での利用については、一定のポジション枠、損失

限度額を定めた上で限定的に取扱っております。 

上記のうち、ヘッジ目的のデリバティブ取引は、行内規程等に定めるヘッジ方針（金利

リスク等の軽減）に基づき実施しており、貸出金を対象とした金利スワップ取引および外

貨建有価証券や預金を対象とした通貨スワップ取引等があります。なお、ヘッジの有効性



  

  

の評価方法として、相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる貸出金とヘ

ッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定す

るほか、一部については個別に対応させて評価しております。また、為替変動リスクのヘ

ッジについては、通貨スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債

権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ

り、ヘッジの有効性を評価しております。 
 

（3）金融商品にかかるリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス資産を

含む）の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクをいいます。 

当行では、経営体力の範囲内で、リスクに見合ったリターンを確保できる取引を行い、

健全な資産構造を構築するため、各業務部門にわたる多様な取引に内在する信用リスクに

ついて、それぞれの特性に適合したリスク評価方法および管理方法を定め、適切に管理す

ることを基本方針とし、「信用リスク管理基準」および各種規程に則り、適切に管理して

おります。 

信用リスク管理体制は、審査・管理部門が営業推進部門（営業店および営業部門）にお

ける個別案件の信用リスクを管理し、審査・管理部門および営業推進部門から組織・業務

が独立した｢リスク統括部｣が信用リスク管理統括部署として信用リスク全体を統括管理

しております。また、信用リスク管理の内部監査を担う与信監査担当を監査部門に設置し、

信用リスク管理に関する監査体制を構築しております。 

信用リスク管理方法として、具体的には、「債務者格付」「自己査定」等を通して与信

先の企業実態を多面的に把握することにより、個別案件の審査、与信実行後の中間管理、

償却・引当を適切に実施しております。また、ポートフォリオ管理の観点から、「与信残

高の構成」や「信用リスク量」、「『信用コスト』を控除した収益｣等をモニタリングす

ることにより、信用リスクのコントロールと安定した収益の増強を目指しております。 

なお、信用リスク量については、信用リスク管理計画で定めた限度額の範囲内であるこ

とを検証するとともに、自己資本の充実度を評価するためのストレス・テストを実施し、

結果を定期的に取締役会等に報告しております。 

与信集中リスクについては、「債務者別」「業種別」「国別」に与信限度を設けて管理し

ており、その状況を定期的に取締役会等に報告しております。 
② 市場リスクの管理 

市場リスクとは、金利や為替、株式等など市場のリスク・ファクターの変動により、

資産・負債（オフ・バランスを含む）の価値が変動し損失を被るリスク、資産・負債か

ら生み出される収益が変動し損失を被るリスクをいいます。 

当行では、市場リスクの状況を現在価値変動と資金利益変動の両面から把握・分析す

るとともに、ストレス・テストを行うなど多面的に評価することを市場リスク管理の基

本方針とし、市場リスク管理の枠組み・制度を定めた「市場リスク管理基準」および具

体的管理方法を定めた各種規程に則り、適切に管理しております。 

市場リスク管理体制は、市場運用部門（フロント・オフィス）と事務管理部門（バッ

ク・オフィス）を分離し、さらにリスク管理部門（ミドル・オフィス）を設置して相互

に牽制する体制としております。 

市場リスク管理方法として、市場業務における有価証券等の売買により売買益を狙う

トレーディング業務については、取引限度や損失限度額を設け、一定額以上の損失が生

じないように管理しております。バンキング業務（投資有価証券業務）については、中



  

  

長期的に安定収益を確保するため、ALM分析やVaR による分析などにより、リスクとリ

ターンのバランスに配慮したリスク管理運営を行っております。なお、市場業務につい

ては、市場リスクを中心として、信用リスクおよび流動性リスクを含めて機動的に管理

できる体制を整備しております。 

預貸金業務を含めた銀行全体の市場リスクの管理については、金利リスク量の計測を

はじめとして多面的にリスクの状況分析を行い、毎月ALM委員会において、資産･負債の

総合的な管理という観点から議論のうえ、運用・調達方針の検討を行っております。 
③ 流動性リスクの管理 

流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必

要な資金確保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なく

されることにより損失を被るリスク（以下、「資金繰りリスク」）、ならびに市場の混

乱等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引

を余儀なくされることにより損失を被るリスク（以下、「市場流動性リスク」）をいい

ます。 

当行では、資金繰り運営の重要性を認識し、安定した資金繰り運営を行うことを資金

繰りリスク管理の基本方針としております。また、商品毎の市場規模、流動性等その市

場特性等を勘案し、市場流動性に十分配意することを市場流動性リスク管理の基本方針

とし、資金繰りリスク管理、市場流動性リスク管理の枠組み・制度を定めた「流動性リ

スク管理基準」に則り、適切に管理しております。 

流動性リスク管理体制は、資金繰りリスクについては、実際に資金繰りを行う「資金

繰り管理部署」とその資金繰り状況を監視する「資金繰りリスク管理部署」を分けて設

置しており、厳重な資金繰り管理を行っております。 

流動性リスク管理方法として、資金繰り管理部署は、市場業務を中心に各業務にかか

る日々の資金繰り状況に留意し、資金繰りリスクの抑制に努めております。資金繰りリ

スク管理部署は、流動性の高い資産の保有方針や市場調達枠の設定など資金繰りリスク

管理方針を定め、資金繰り管理部署の資金繰りの状況に問題がないか監視しております。 

なお、当行では、預金による調達が大半を占めており、資金繰りは安定しております

が、不測の事態に備えて、保有有価証券を活用した市場調達など、調達手段の多様化も

図っております。 
 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価格が含まれております。当該価格の算定においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価格が異なることもあります。 
 



  

  

2．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次

表には含めておりません（（注2）参照）。 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対 

照表計上額 
時価 差額 

(1)商品有価証券 4,098 4,098 ― 

(2)金銭の信託 21,182 21,182 ― 

(3)有価証券 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

 

22,253 

2,324,998 

 

23,709 

2,324,998 

 

1,456 

― 

(4)貸出金 

     貸倒引当金（※1） 

3,339,707 

▲77,463 

 

 

 

 

 3,262,244 3,319,496 57,252 

  資産計 5,634,777 5,693,486 58,708 

(1)預金 5,163,818 5,168,148 4,329 

(2)譲渡性預金 121,698 121,750 51 

  負債計 5,285,517 5,289,899 4,381 

デリバティブ取引（※2） 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの 

 

(1,039) 

(4,753) 

 

(1,039) 

(4,753) 

 

― 

― 

デリバティブ取引計 (5,793) (5,793) ― 

（※）連結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。 

（※1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を計上しております。 

（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については、（  ）で表示しております。 

 

 

（注1）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（1）商品有価証券 

ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券については、売買参考統計

値または売買参考統計値を参考とした比準価格によっております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関係）」に

記載しております。 

（2）金銭の信託 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において、信託財産として運用さ

れている有価証券については、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格または取引金

融機関から提示された価格によっております。 

なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（金銭の信託関係）」

に記載しております。 

（3）有価証券 

株式は取引所の価格、債券は売買参考統計値または売買参考統計値を参考とした比準

価格取引所の価格、取引金融機関から提示された価格等によっております。また、投資

信託は、公表されている基準価格によっております。 

自行保証付私募債は、将来キャッシュ・フローの合計額をリスクフリーレートに内部



  

 
 
 

格付に基づく区分ごとの信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて算定しておりま

す。 

    (追加情報) 

変動利付国債については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引き続き市場価格

を時価とみなせない状態にあると判断し、当連結会計年度末においては、合理的に算定

された価額をもって連結貸借対照表計上額としております。これにより、市場価格をも

って連結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」は5,384百万円、「その他有価

証券評価差額金」は3,198百万円、「少数株主持分」は9百万円それぞれ増加し、「繰延

税金資産」は2,174百万円減少しております。なお、損益に及ぼす影響はありません。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及びブラックショールズ型

オプションモデルによるゼロフロアーオプション価格等から見積もった将来キャッシ

ュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国

債の利回り及びスワップションのボラティリティが主な価格決定変数であります。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関係）」に

記載しております。 

（4）貸出金 
貸出金のうち、「手形貸付」「商業手形」「当座貸越」については、約定期間が短期

間であり、時価は帳簿価額と近似していると想定されることから、当該帳簿価額を時価

とみなしております。 

「証書貸付」については、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積も

り、現在価値を算定しております。使用する割引率は、事業者向け・地方公共団体向け・

地方公社向け貸出については、リスクフリーレートに、内部格付ごとの信用リスク要因

を上乗せした利率を用いております。個人向け貸出金については、連結決算日時点の新

規貸出利率を用いております。なお、将来キャッシュ・フローの見積もりにあたり、変

動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、次回の金利変更日を満期日と

みなしております。 

また、破綻先、実質破綻先および破綻懸念先に対する貸出金については、担保および

保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日

における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似していると想定さ

れることから、当該価額を時価としております。 

 

負 債 

（1）預金（2）譲渡性預金 

預金のうち、「当座預金」「普通預金」等の要求払預金については、連結決算日に要

求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

｢定期預金｣「定期積金」等および「譲渡性預金」については、将来キャッシュ・フロ

ーを商品ごとにグルーピングし、連結決算日時点の新規預入利率で割り引いて現在価値

を算定しております。 

 
デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ取引、金利スワップション取引、

金利キャップ取引）、通貨関連取引（通貨スワップ取引、通貨オプション取引、為替予約

取引、ノンデリバラブル・フォワード取引）、債券関連取引（債券先物取引、債券オプシ

ョン取引、株式先物取引）、クレジットデリバティブ取引（クレジット・デフォルト・ス

ワップ取引）などであり、取引所の価格、割引現在価値、オプション価格計算モデルや



  

  

取引金融機関から提示された価格等により算出した価額によっております。 
 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品

の時価情報の「資産(3)有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式（※1）（※2） 5,731 

②投資事業組合出資金（※3） 4,006 

③外貨外国株式（※1） 0 

④ワラント(※1) 0 

合 計 9,739 

（※1）①、③および④については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、時価開示の対象とはしておりません。 

（※2）当連結会計年度において、非上場株式について104百万円減損処理を行っており

ます。 

（※3）投資事業組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極

めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象と

はしておりません。 

 

 

（注3）金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 1年以内 
1年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 

5年超 

7年以内 

7年超 

10年以内 
10年超 

有価証券 

満期保有目的の債券 

その他有価証券のうち 
 満期があるもの 

 
― 
 

298,960 

 
― 
 

664,012 

 
10,764 

 
583,781 

 
4,810 

 
207,255 

 
6,677 

 
348,630 

 
― 
 

51,305 

貸出金（※） 1,194,676 742,074 407,322 205,985 201,783 441,549 

合 計 1,493,637 1,406,087 1,001,868 418,051 557,092 492,855 

（※） 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込め

ない106,544百万円、期間の定めのないもの39,771百万円は含めておりません。 

 

 

（注4）預金、譲渡性預金の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 1年以内 
1年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 

5年超 

7年以内 

7年超 

10年以内 
10年超 

預金（※） 4,535,436 558,685 69,696 ― ― ― 

譲渡性預金 121,436 262 ― ― ― ― 

合 計 4,656,873 558,947 69,696 ― ― ― 

（※）預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。 

 



  

 
 
 

（有価証券関係） 

     連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」、並びに「買入金銭債権」中の信託

受益権が含まれております。 

 

   １．売買目的有価証券（平成22年3月31日現在） 

 当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額 

(百万円) 

売買目的有価証券 10 

 

   ２．満期保有目的の債券（平成22年3月31日現在） 

 種類 
連結貸借対照表

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 11,488 12,439 951 

地方債 8,769 9,155 386 

社債 1,995 2,114 119 

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの 
合計 22,253 23,709 1,456 

   

   ３．その他有価証券（平成22年3月31日現在） 

 
種類 

連結貸借対照表

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 87,509 64,996 22,512 

債券 1,725,103 1,694,421 30,681 

   国債 750,515 741,911 8,604 

   地方債 441,532 429,307 12,225 

   社債 533,054 523,202 9,851 

その他 260,687 253,298 7,388 

   外国債券 224,138 218,525 5,613 

   その他 36,548 34,772 1,775 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

小計 2,073,300 2,012,716 60,583 

株式 34,947 39,668 △4,721 

債券 133,315 133,764 △449 

   国債 92,780 93,012 △231 

   地方債 7,633 7,647 △14 

   社債 32,900 33,104 △203 

その他 113,354 119,425 △6,070 

   外国債券 68,762 70,890 △2,128 

   その他 44,592 48,534 △3,942 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

小計 281,617 292,859 △11,241 

合計 2,354,917 2,305,575 49,341 

     

      

 

  



  

 
 
 

  ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

      （ 自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日 ） 

 
売却額（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 51,210 3,073 8,002 

債券 744,633 6,786 395 

 国債 585,692 4,686 375 

 地方債 83,653 1,155 8 

 社債 75,287 945 10 

その他 122,018 1,148 721 

 外国債券 74,554 935 353 

 その他 47,463 213 367 

合計 917,862 11,008 9,118 

 

   ５．減損処理を行った有価証券 

その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著し

く下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについて

は、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度

の損失として処理（以下「減損処理」と言う。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は株式65百万円であります。 

また、当該減損処理は期末に50％以上時価が下落した銘柄については全て実施し、30％

以上50％未満下落した銘柄については、過去１年間の価格動向等により回復可能性が乏し

いと判定した銘柄について実施しております。 

 

 

（金銭の信託関係） 

   １．運用目的の金銭の信託（平成22 年3月31日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

当連結会計年度の損益に含

まれた評価差額 

(百万円) 

運用目的の金銭の信託 20,382 － 

 
２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成22年3月31日現在） 

 連結貸借対照

表計上額 

(百万円) 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち連結貸

借対照表計

上額が取得

原価を超え

るもの 

（百万円） 

うち連結貸

借対照表計

上額が取得

原価を超え

ないもの 

（百万円） 

その他の金銭の

信託 
800 800 ― ― ― 

   （注）「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 



  

 
 
 

（ストック・オプション等関係） 

１． ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

     営業経費  49百万円 

２． 当連結会計年度に付与したストック・オプションの内容 

 平成21年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役 15名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数

（注１） 

普通株式  54,700株 

付与日 平成21年7月31日 

権利確定条件 該当ありません。 

対象勤務期間 該当ありません。 

権利行使期間（注２） 平成21年8月1日から平成51年7月31日まで 

権利行使価格（注３） 1円 

付与日における公正な評価単価（注３） 1,197円 

（注１） 株式数に換算して記載しております。 

（注２） 新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日まで

の間に限り、新株予約権を行使できるものとします。 

（注３） １株当たりに換算して記載しております。 

 

 


